（様式第２号）
デジタルを活用した食のリーディングカンパニー育成支援事業　事業計画書
	(1)
	申請者（法人名又は屋号）
	

	
	（法人番号）
	

	(2)
	代表者役職・氏名
	

	(3)
	郵便番号
	

	
	本店所在地（住所）
	

	(4)
	設立年月日
	年　　月　　日

	
	沿革
	

	(5)
	資本金（出資金）
	円

	
	主要株主
	株主名
	株主住所
	持株率

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	(6)
	従業員等の数
	役員
	事務系・営業系
	労務系

	
	（上段に正規雇用）
	
	
	

	
	（中段に非正規雇用）
	
	
	

	
	（下段に合計）
	
	
	

	(7)
	主たる業種
	

	(8)
	主な事業内容
	


	(9)
	売上高
	千円（　　年　　月期（直近期））

	
	うち県内事業所
	千円（　　年　　月期（直近期））

	(10)
	売上構成
	
	製品・商品名
	構成比（％）

	
	
	①
	
	

	
	
	②
	
	

	
	
	③
	
	

	(11)
	主要販売先
	
	企業名（県外・県内）
	主な製品・商品名
	取引割合(％)

	
	
	①
	
	
	

	
	
	②
	
	
	

	
	
	③
	
	
	

	(12)
	主要仕入先
	
	企業名（県外・県内）
	主な製品・商品名
	取引割合（％）

	
	
	①
	
	
	

	
	
	②
	
	
	

	
	
	③
	
	
	

	(13)
	担当者連絡先
	

	
	通知等の送付先郵便番号
	

	
	通知等の送付先住所
	

	
	所属部署
	

	
	職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	メールアドレス
	



1 (1)の法人番号欄には、13桁の法人番号を記入すること。個人事業主又は法人番号を振られていない法人については記載不要。
2 (6)の従業員等の数欄について、「事務系・営業系」には管理費及び一般管理費に給与等が計上される従業員の数を、「労務系」には製造原価に賃金等が計上される従業員の数を記入すること。
また、役員については、上段に報酬を得ている役員数を、中段に無報酬の役員数を、下段に役員の合計を記入すること。
なお、県外にも事業所を有する場合は、県内の従業員数と県外の従業員数をそれぞれ記入すること。
3 (7)の主たる業種欄には、日本標準産業分類に基づいて記入すること。
4 (10)の売上構成には、直近決算期において、販売額の多い品目の上位を記載すること。
5 (11)の主要販売先には、直近決算期において、取引額の多い企業（事業所単位）の上位を記載すること。
6 (12)の主要仕入先には、直近決算期において、取引額（製造原価報告書の材料仕入、外注加工）の多い企業（事業所単位）の上位を記載すること。
7 (13)の担当者連絡先欄について、通知等の送付先が本店所在地と同一の場合は記載不要。

